
情報統括部 
東京都新宿区四谷本塩町 14-3 

TEL:03-5919-9343（直通） 

URL:https://www.tdb.co.jp 

2023/9/8 

1 ©TEIKOKU DATABANK, LTD. 

 

 

株式会社帝国データバンク 情報統括部長 藤井
ふ じ い

 俊
さとし

 

【問い合わせ先】 飯島
いいじま

 大介
だいすけ

  03-5919-9343（直通）daisuke.iijima@mail.tdb.co.jp 

情報統括部：tdb_jyoho@mail.tdb.co.jp 
当レポートの著作権は株式会社帝国データバンクに帰属します。 

当レポートはプレスリリース用資料として作成しております。著作権法の範囲内でご利用いただき、私的利用を超えた複

製および転載を固く禁じます。 

 

63.1 %

有料席の値上げ

2022年度業績が

「赤字」

３４.0 %

業績が「悪化」

「減益」

29.1 %

「増益」「前年度並み」

３６.９ %

正社員

非正社員（パート・アルバイト）

価
格
転
嫁
の
割
合

高

低

値上げをしたが、仕入れ商材が相次いで値上げする

ので、当初予定していた価格では十分カバーで
きないし、何回も短期間に値上げできない

大手取引先や関連子会社が（値上げを）かたくな
に拒絶する。取引停止を盾に値上げ交渉に応じ
る様子もない

値上げは数年に一度など制限が設けられており、
合意手続きが複雑

どこまで値上げを受け入れてもらえるかが不透明

で、コスト上昇分すべてを価格転嫁できてい
るわけではない

※価格転嫁に関する実態調査[注] 「給食事業」を運営する企業が対象

  

 

 

 

 

   

 

 学校給食などを運営する「ホーユー」（広島）が突如事業停止した問題で、全国の学校や施設内

食堂で食事の提供が滞っている状況が表面化している。同社では食材価格や人件費、光熱費など

物価上昇が続く一方、価格改定が進まず事業継続が困難になったという。ただ、最近では大手飲

食チェーンや宅配事業者などが給食事業へ参入・展開するケースも多く、地場給食事業者間の競

争も激化している。加えて、学校や官公庁などの入札事業では価格競争に陥りやすいうえ、食材

費や人件費が入札当時の想定より高騰したとしても「契約期間中の価格改定が非常に困難」とい

ったケースも散見され、価格転嫁できずに採算割れとなり業績が悪化する事業者が増加している。 

 足元では、2022年以降累計で 5万品目を超える食品が値上げされるなど、急激に進んだ物価高

を背景に補正予算等で給食事業者へのコスト補填を検討・実施する地方自治体もある。ただ、「ど

のような根拠でコストアップ分を計算すればいいかわからない」といった声も寄せられ、給食事

業者と行政の双方でコスト上昇と価格転嫁のバランスを決める場が求められる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

特別企画：学校給食など「給食業界」動向調査（2022 年度） 

[注 1] 帝国データバンクが保有する企業信用調査報告書ファイル「CCR」（190 万社収録）のうち、「給食事業」を運営する企業データを 

抽出し、調査・分析を行った。 
[注 2] 「給食事業」は、下記の 2 つの事業を対象とした 
 （1）学校や企業、官公庁などで従業員・顧客向けの「食堂運営」 （2）保育・介護施設など向けの「給食弁当配送」 

給食事業者の損益状況（374社） 
 

給食事業 2 割が「全く値上げできず」 
 6 割超が業績悪化 食材コスト増など響く 

 

「価格転嫁できない」背景 

(事業者からの声) 
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[注1] 「給食事業」を運営する企業が対象
[注2] 各年度の利益が判明している企業数を集計
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[注] 価格転嫁に関する企業の意識調査（2023年7月）のうち、給食運営企業
20社が対象

20%未満

３５ %

減益

50%未満

１５ %

50%以上

2０ %

コストは上昇していない
価格転嫁する予定はない

価格
転嫁率 ２７.１％

給食事業者の 3 割が「赤字運営」 コスト上昇で厳しい採算状況鮮明に 

 国内で社員食堂や学生食堂の運営、給食サービスを提供する企業を調査した結果、2022 年度の

利益動向が判明した 374 社のうち、34％にあたる 127 社が「赤字」運営だったことが分かった。

前年度から「減益」となったケースを含めると、全体の 6割超で業績が「悪化」した。また、コロ

ナ禍以降（2020年度～）から 3年連続で赤字となった企業は 1割を占めた。値上げ交渉が難航す

る事業者が多くみられ、厳しい採算状況を強いられている。 

 給食事業では、特に学校給食などで民間に委託する自治体が増えていることから、給食需要は

引き続き拡大傾向が続いている。また、給食弁当などを手掛ける企業では中食需要の増加を追い

風に利用需要が拡大しており、コロナ禍に比べて増収基調となった企業が多かった。 

 一方で、足元では給食事業の入札に参加する業者も増えており、価格面で競争が激化している。

加えて、生鮮食品や加工食品を含めた食材価格の高騰、調理スタッフや栄養士などの人手不足に

よる人件費、原油価格上昇による光熱費の上昇が響き、当初の契約金額では賄いきれず利益面で

悪化する事業者が多くみられた。一部では原材料価格の上昇を受けて受注単価の引き上げに成功

したものの、再度・再々度の値上げ交渉は難航したケースがみられた。 

 

給食事業者の 2 割が価格転嫁「まったくできず」 取引先との交渉難を訴える声相次ぐ 

 帝国データバンクが今年 7 月、日本企業 1 万社を対象に「価格転嫁の動向」について調査した

結果、回答が得られた 20社の給食事業者のうち 15％が「まったく価格転嫁できていない」と回答

した。価格転嫁ができた企業でも、「20％未満」（35％）や「50％未満」（15％）にとどまる企業が

多かった。コスト上昇分をすべて価格転嫁できた企業はゼロだった。100円コストがアップした場

合、価格に転嫁できた割合の平均は 27.1円で、全産業平均（43.6円）を大きく下回った。 

  食材や人件費など運営コストが上昇しているものの、価格に反映ができない給食事業者の声が

多く聞かれた。競争入札が多いため「値上げは数年に一度など制限がある」といった声や、社員食

堂などでは「（値上げを）かたくなに拒絶され、取引停止を盾に交渉に応じる様子もない」など、

厳しい状況を訴える声が相次いだ。価格転嫁ができた事業者でも、「何回も短期間に値上げできな

い」「どこまで値上げを受け入れてもらえるかわからない」といった声が聞かれた。  

給食事業者の価格転嫁動向 （参考）給食事業者の「赤字」「減益」推移 


